
農林中金総合研究所は，農林漁業・環境

問題などの中長期的な研究，農林漁業・

協同組合の実践的研究，そして国内有数

の機関投資家である農林中央金庫や系

統組織および取引先への経済金融情報

の提供など，幅広い調査研究活動を通じ

情報センターとしてグループの事業を

サポートしています。

第三のセクター

去る７月の参院選において，自民党は｢歴史的大敗｣を喫し，安部首相は「反省すべき点

は反省し」とのコメントを繰り返し述べた。しかし，何が反省すべき点であるのか，どの

ように反省するのかについては，今もって必ずしも明らかになっていない。そもそも，小

泉郵政選挙における自民党の大勝から，今回の大敗へと，大きく振れた「民意」の背景に

は何があったのであろうか？

こうした選挙の度に思うことは，公共部門の役割に対して民意を反映させるプロセスの

難しさ，ということである。選挙に際しては，各政党が，多数の課題に対して「パッケー

ジ」として政策を掲げる。さらに，選挙に大きな影響を与えるであろう様々な事件（閣僚

失言，年金記録，政治と金，等々）があり，また，政党の顔としての党首のパーソナリティ

といった要素も無視できない。これらの複雑な要素を総合して有権者が選ぶのは，ただ一

人の候補者，一つの政党である。それらの総和としての選挙結果から，多くの政策のうち，

何が選択され，何が否定されたのかを判定することは，必ずしも容易ではない。

現代国家の経済システムにおいては，大きく「民間部門」と「公共部門」の二つのセク

ターが前提とされ，市場メカニズムによる民間部門の自由な経済活動と，選挙等の民主的

プロセスを通じて決定される公共部門の役割（資源・所得の再配分）を組み合わせることに

より，効率的かつ，望ましい社会が実現するとされている。しかし，近年生じている環境

問題，所得格差，地域経済の衰退といった多くの問題をみるとき，市場メカニズムの内包

する問題はますます拡大しており，これを正すべき公共部門の役割について，民意を表明

する手段としての選挙は，あまりに間接的であるとの感を否めない。

こうした状況を考えるとき，「民間部門」「公共部門」という単純な構図に分類されない，

「第三のセクター」とも言うべき経済主体の活動が，ますます重要になってきているよう

に思う。第三のセクターとは，民間企業のような「資本の論理」を行動の原則とはせず，

構成員の意思の民主的な反映を可能とする組織により，構成員のための経済･社会的活動

を営む主体であり，まさに協同組合とはそうした位置づけが可能なものである。現在では，

様々なＮＰＯ，市民団体などが多様な活動を行っているが，これらも，同様の性格をもつ

ものとして位置づけられよう。特に，今後，地域経済を活性化していくためには，地域住

民自身が参画し，自らの意思を反映させていくことが可能となるような組織の存在が，極

めて重要ではないかと思う。

これらの組織においては，より直接的に，構成員の意思と組織の活動を結びつけること

が可能である。また活動領域が民間企業と重なる場合は，同様の効率性を求められる。か

つて協同組合は，民主的プロセスによる意思決定の遅さ，複雑さが，効率性の実現を阻害

するものとして，組織の弱点とされることもあった。しかし，そうした要素を併せ持つこ

とこそが，協同組合の現在的意義として，さらに重要性を増しつつあるのではないかと思

われる。

（（株）農林中金総合研究所基礎研究部長　原　弘平・はらこうへい）

今 月 の 窓

99年4月以降の『農林金融』『金融市場』

などの調査研究論文や，『農林漁業金融統計』

の最新の統計データがこのホームページから

ご覧になれます。

また，メールマガジンにご登録いただいた

方には，最新のレポート掲載の都度，その内

容を電子メールでお知らせするサービスを行

っておりますので，是非ご活用ください。

農中総研のホームページ http://www.nochuri.co.jp のご案内

＊2007年８月のHPから一部を掲載しております。「最新情報のご案内」や「ご意見コーナー」もご利用ください。

【農林漁業・環境問題】

・日豪FTAと日本の食料安全保障

・野菜を巡る最近の情勢

・林業の危機的状況の中で経営意欲をなくす

森林所有者の増大

――平成18年度森林組合員アンケート結果より――

・新潟県における経営安定対策への対応状況

・徳島県上勝町

――「彩(いろどり)の里」の希有の導き手と

元気なお年寄りたちの町起こし――

・日本の農地制度と農地政策

――その形成過程と改革の方向――

・企業の農業参入の現状と課題

――地域との連携を軸とする参入企業の実像――

・後期高齢者への依存強める日本農業

・スイス農業政策のEU対応

――EFTAから農産物FTAまで――

【協同組合】

・2005年度の農協経営の動向

【組合金融】

・他業態の各金融商品に対する取組姿勢の変化とその特徴

――農協信用事業動向調査結果から――

【国内経済金融】

・八十二銀行の個人部門の取り組み

・長崎県民信用組合の多重債務問題への対応

・リートの投資動向と投資環境の先行き

・07年地価の状況

・人口減少と経済成長

・多重債務問題への対応と地域金融機関

・日本の住宅ローン証券化の現状と今後の行方

――リスク分散の機能とその活用――

【海外経済金融】

・バイオ燃料向け需要増を背景に穀物価格が急騰

～コスト高の影響から食品価格に転嫁の動きが強まる～

本誌に掲載の論文，資料，データ等の無断転載を禁止いたします。
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